
職業訓練指導員

職業訓練指導員（テクノインストラクター）とは

●ハロートレーニング等で受講者に、技能・技術の

指導によるスキルアップの支援やキャリアコンサル

ティングによる就職支援を行う、法律（職業能力

開発促進法）に基づく『専門職』です。

❶

テクノインストラクターは、就職やスキルアップなどに

必要な技能・技術・知識についての指導や就職支援など

を行っています。訓練を受講して就職した方からは

「おかげで希望の仕事に就くことができました！」

といった感謝の言葉をかけられる存在でもあります。

❷

受講者に対し、面談やジョブカードの活用によって、

受講者１人１人のスキル、個性、職歴等を踏まえた、

その人に合ったキャリアコンサルティングを行います。

❸

人材ニーズ、地域ニーズ、技術的動向等を把握し、

企業などで必要とされている人材を育成するため

の訓練カリキュラムを作成するなど、訓練のコー

ディネートを行います。

企業のニーズに応じて、オーダーメイドの在職者

向け職業訓練を企画・実施することもあります。

❹

地域ニーズ及びその分野の技術

動向に沿った訓練カリキュラム、

訓練計画の作成のほか、訓練で

使用する教科書、教材、十種装

置の開発、実習上の整備等を行

います。

職業訓練指導員（テクノインストラクター）の仕事

テクノインストラクター総合情報サイト ー技で未来を切り開くー

職業訓練指導員を広く認知いただくため、指導員業務の魅力を発信するテクノインストラクター

総合情報サイトでは、全国で活躍する現役の職業訓練指導員のインタビューや動画コンテンツのほ

か、職業訓練指導員になるための情報を発信しています。

・離職者（これから働く方） ・学卒者（主に高校を卒業 した学卒者）

・在職者（働いている方） ・障害者（障害のある方）

●都道府県や独立行政法人高齢・障害・求職者支援

機構（JEED）が 設置・運営する公共職業能力開発

施設で、約4,500人が職業訓練指導員として活躍

しています。

テクノインストラクター になろう！

訓練の受講者

技術的指導

人材育成・訓練コーディネート

キャリアコンサルティング

訓練カリキュラム開発



職業訓練指導員免許が必要です。

●職業訓練指導員には123種の免許職種があります。（例：機械科、電気科、自動車整備科など）

●免許を取得するためには、免許職種における能力を有することが必要となり、いくつかのルートがあります。

①職業能力開発総合大学校指導員養成課程卒業【A】

② 技能検定合格者
※対応する免許職種に限る

③
・大学
・職業能力開発総合大学校
・高校 等卒業
※免許職種に関する学科を履修

④ 高等学校普通教育免許所持者
（看護、看護実習、家庭、家庭実習、情報、情報実習、農業、農業
実習、工業、工業実習、商業、商業実習、水産、水産実習、福祉
又は福祉実習の普通免許状を有する者）

厚生労働大臣が
指定する講習修了

(４８時間講習)

職業訓練
指導員試験

（１）指導方法
（２）実技
（３）関連学科
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（各都道府県にて実施）

■職業訓練指導員免許を取得するための主なルート

[ 例 ]

大卒1年
高卒3年

[ 例 ]

大卒2年
高卒7年

1 級

２ 級

実技試験

免除等

【B】

【C】

【A】

（主な養成課程の対象者）

○訓練技法習得コース･･･職業能力開発大学校（応用課程）修了者

○訓練技法・技能等習得コース･･･大学や高専で関連学科を履修者

○実務経験者訓練技法習得コース･･･実務経験者

○職種転換コース･･･普通課程担当資格所持者 など

各都道府県の能開協会で実施しています。

受講資格の要件を満たした場合に、受講が可能となります。

各都道府県で実施しています。受験資格を満たした場合に、

受験が可能となります。
受講資格 年数

技能検定合格者（１級または単一等級） ０年

高度職業訓練（応用課程）の技能照査合格者 １年

高度職業訓練（専門課程）の技能照査合格者 ３年

普通課程の普通職業訓練の技能照査合格者 ６年

大学卒業者（免許職種に関する学科を履修） ２年

高校卒業者（免許職種に関する学科を履修） ７年

＜主な受講資格と必要な実務経験の年数＞

全国のテクノインストラクター採用情報はこちら

職業訓練指導員（テクノインストラクター）になるには？

【B】

【C】

職業能力開発総合大学校 指導員養成課程を修了 厚生労働大臣が指定する講習を修了（48時間講習）

職業訓練指導員試験

（試験内容）

１．指導方法＜学科試験＞全免許職種共通

２．取得を希望する免許職種に関する＜学科試験＞

３．取得を希望する免許職種に関する＜実技試験＞

・１～３全ての試験に合格することで、免許の申請が可能になります。

・１の試験は、例年ほぼ全ての都道府県において実施しています。

・２，３の試験は、職業訓練実施状況等に応じて、一部の都道府県にて実施しています。

※受験資格・免除資格等は

試験実施要項に記載されています。

（講習内容）

職業訓練原理、労働安全衛生、訓練生の心理や関連法規等、

指導員として必要な知識と指導方法を習得します。

都道府県にもよりますが、朝から夕方まで、６日間の講習を

受講し、確認試験に合格すると修了証を取得できます。

※講習の実施情報は各都道府県能開協会HPでご確認下さい。



免許職種 技能検定職種 免許職種 技能検定職種

園芸科 園芸装飾 陶磁器科 陶磁器製造

造園科

森林環境保全科

鉄鋼科 金属溶解 石材科 石材施工／コンクリート積みブロック 施工

鋳造科 金属溶解／鋳造／粉末冶金／ダイカスト 麺科 製麺

鍛造科 鍛造 パン・菓子科 パン製造／菓子製造

熱処理科 金属熱処理／金属材料試験 食肉科 ハム・ソーセージ・ベーコン製造

機械科 水産物加工科 水産練り製品製造

発酵科 みそ製造／酒造

溶接科 屋根科 かわらぶき

塑性加工科 金属プレス加工／工場板金／鉄工／ 建築板金 とび科 とび

構造物鉄工科 鉄工 左官・タイル科 左官／タイル張り

金属表面処理科 めっき／アルミニウム陽極酸化処理 築炉科 れんが積み／築炉

電子科 畳科 畳製作

配管科

メカトロニクス科 電気機器組立て／シーケンス制御 住宅設備機器科

電気科 さく井科 さく井／ウェルポイント施工

建設科 型枠施工／鉄筋施工／コンクリート 圧送施工

電気工事科

コンピュータ制御科

発変電科 プレハブ建築科

送配電科 スレート科 スレート施工

自動車製造科 内燃機関組立て 建築板金科 建築板金

自動車整備科 防水科 防水施工

自動車車体整備科 インテリア科 内装仕上げ施工／表装

航空機製造科 床仕上げ科 内装仕上げ施工

航空機整備科 熱絶縁科 熱絶縁施工

鉄道車両科 鉄工／鉄道車両製造・整備 サッシ・ガラス施工科 カーテンウォール施工／ガラス施工／サッシ施工

造船科 鉄工 土木科 ウェルポイント施工

時計科 時計修理 測量科

光学ガラス科 眼鏡レンズ加工／光学機器製造 ボイラー科

光学機器科 光学機器製造 クレーン科

計測機器科 港湾荷役科

理化学機器科 家庭用電気治療器調整 化学分析科 化学分析

製材機械科 切削工具研削／製材のこ目立て 公害検査科

内燃機関科 内燃機関組立て 漆器科 漆器製造

縫製機械科 縫製機械整備 貴金属・宝石科 貴金属装身具製作

建設機械科 建設機械整備 印章彫刻科 印章彫刻

建設機械運転科 表具科 表装

農業機械科 農業機械整備 塗装科 塗装／塗料調色

冷凍空調機器科 冷凍空気調和機器施工 広告美術科 広告美術仕上げ

織機調整科 織機調整 義肢装具科 義肢・装具製作

織布科 フォークリフト科

染色科 染色 電気通信科

ニット科 ニット製品製造 電話交換科

洋裁科 婦人子供服製造 工業包装科 工業包装

洋服科 紳士服製造 事務科

和裁科 和裁 貿易事務科

寝具科 寝具製作 流通ビジネス科

帆布製品科 帆布製品製造 介護サービス科

縫製科 布はく縫製 写真科 写真

木型科 木型製作 理容科

木工科 美容科

ホテル・旅館・レストラン科

木材工芸科 漆器製造 観光ビジネス科

竹工芸科 竹工芸 建築物衛生管理科 ビルクリーニング

紙器科 紙器・段ボール箱製造 建築物設備管理科 ビル設備管理

製版・印刷科 製版／印刷

製本科 製本

プラスチック製品科 プラスチック成形／強化プラスチック 成形

レザー加工科 臨床検査科

ガラス科 ガラス製品製造 デザイン科

ほうろう製品科 ほうろう加工 フラワー装飾科 フラワー装飾

情報処理科

建築大工／枠組壁建築／バルコニー施工／建築図面製作
／サッシ施工

【別表】職業訓練指導員免許職種(123職種)と技能検定職種との対応表

日本料理科
中国料理科
西洋料理科

調理

木工機械調整／機械木工／家具製作 ／建具製作／製材
のこ目立て

電気機器組立て／シーケンス制御／自動販売機調整／電
気製図

枠組壁建築科
建築大工／枠組壁建築／バルコニ ー施工／建築図面製
作

配管／浴槽設備施工

電子回路接続／電子機器組立て／半導体製品製造／自
動販売機調整

職業能力開発促進法施行規則　別表11の２　

造園 ブロック建築科 れんが積み／ブロック建築／エーエルシーパネル施工

機械加工／非接触加工（放電加工）／金型製作／工業彫
刻／仕上げ／機械検査／機械保全／油圧装置調整／テク
ニカルイラストレーション／機械・プラント製図／ 切削工具
研削 建築科



都道府県 郵便番号 所在地 担当部局 電話番号

北海道 060-8588 札幌市中央区北三条西６丁目 北海道経済部　労働政策局　産業人材課　産業訓練係 011-204-5357

青森 030-8570 青森市長島１－１－１ 青森県商工労働部　労政・能力開発課　職業能力開発グループ 017-734-9415

岩手 020-8570 盛岡市内丸１０－１ 岩手県商工労働観光部　定住推進・雇用労働室　 019-629-5583

宮城 980-8570 仙台市青葉区本町３－８－１ 宮城県経済商工観光部　産業人材対策課　人材育成第二班 022-211-2763

秋田 010-8572 秋田市山王３－１－１ 秋田県産業労働部　雇用労働政策課　産業人材チーム 018-860-2301

山形 990-8570 山形市松波２－８－１ 山形県産業労働部　雇用・産業人材育成課　産業人材育成担当 023-630-2378

福島 960-8670 福島市杉妻町２－１６ 福島県商工労働部　産業人材育成課　技能振興担当 024-521-7300

茨城 310-8555 水戸市笠原町９７８－６ 茨城県産業戦略部　産業人材育成課　技能振興グループ 029-301-3656

栃木 320-8501 宇都宮市塙田１－１－２０ 栃木県産業労働観光部　労働政策課　産業人材育成担当 028-623-3238

群馬 371-8570 前橋市大手町１－１－１ 群馬県産業経済部　労働政策課　産業人材育成室　技能振興係 027-226-3414

埼玉 330-9301 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 埼玉県産業労働部　産業人材育成課　職業訓練推進担当 048-830-4598

千葉 260-8667 千葉市中央区市場町１－１ 千葉県商工労働部　産業人材課　技能振興班 043-223-2762

東京 163-8001 新宿区西新宿２－８－１ 東京都産業労働局　雇用就業部　能力開発課　技能評価担当 03-5320-4717

神奈川 231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通1 神奈川県産業労働局　労働部　産業人材課　技能振興グループ 045-210-5720

新潟 950-8570 新潟市中央区新光町４－１ 新潟県産業労働部　雇用能力開発課　指導係 025-280-5262

富山 930-8501 富山市新総曲輪１－７ 富山県商工労働部　労働政策課　人材育成係 076-444-3259

石川 920-8580 金沢市鞍月１－１ 12階 石川県商工労働部　労働企画課　職業能力開発グループ 076-225-1533

福井 910-8580 福井市大手３－１７－１ 福井県産業労働部　労働政策課　就業支援グループ 0776-20-0388

山梨 400-8501 甲府市丸の内１－６－１ 山梨県産業労働部　労政人材育成課　人材育成担当 055-223-1566

長野 380-8570 長野市大字南長野幅下６９２－２ 長野県産業労働部　産業人材育成課　人材育成支援係 026-235-7202

岐阜 500-8570 岐阜市藪田南２－１－１ 岐阜県商工労働部　労働雇用課　職業能力開発係 058-272-8412

静岡 420-8601 静岡市葵区追手町９－６ 静岡県経済産業部　就業支援局　職業能力開発課　ものづくり人材班 054-221-2954

愛知 460-8501 名古屋市中区三の丸３－１－２ 愛知県労働局　産業人材育成課　人材育成グループ 052-954-6365

三重 514-8570 津市広明町１３ 三重県雇用経済部　障がい者雇用・就労促進課　地域雇用・勤労者福祉班 059-224-2461

滋賀 520-8577 大津市京町４－１－１ 滋賀県商工観光労働部　労働雇用政策課　能力開発支援係 077-528-3755

京都 602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町 京都府商工労働観光部　人材育成課　職業訓練推進係 075-414-5105

大阪 559-8555 大阪市住之江区南港北1-14-16大阪府咲洲庁舎24階 大阪府商工労働部　雇用推進室　人材育成課　産業人材育成グループ 06-6210-9529

兵庫 650-8567 神戸市中央区下山手通５－１０－１ 兵庫県産業労働部　能力開発課　人材育成班 078-362-3369

奈良 630-8501 奈良市登大路町３０ 奈良県産業・観光・雇用振興部　雇用政策課　能力開発係 0742-27-8834

和歌山 640-8585 和歌山市小松原通１－１ 和歌山県商工観光労働部　商工労働政策局　労働政策課　能力開発班 073-441-2800

鳥取 680-8570 鳥取市東町１－２２０ 鳥取県商工労働部　雇用人材局　産業人材課 0857-26-7222

島根 690-8501 松江市殿町１ 島根県商工労働部　雇用政策課 職業能力開発係 0852-22-5299

岡山 703-8278 岡山市中区古京町１－７－３６県庁分庁舎３階 岡山県産業労働部　労働雇用政策課　産業人材育成班 086-226-7387

広島 730-8511 広島市中区基町１０－５２ 広島県商工労働局　職業能力開発課　技能振興グループ 082-513-3431

山口 753-8501 山口市滝町１－１ 山口県産業労働部　産業人材課　 083-933-3234

徳島 770-8570 徳島市万代町１－１ 徳島県商工労働観光部　産業人材育成センター　 088-621-2351

香川 760-8570 高松市番町４－１－１０ 香川県商工労働部　労働政策課　職業能力開発グループ 087-832-3367

愛媛 780-8570 松山市一番町４－４－２ 愛媛県経済労働部　産業雇用局　労政雇用課　職業能力開発グループ 089-912-2504

高知 790-8570 高知市丸ノ内１－２－２０ 高知県商工労働部　雇用労働政策課　能力開発担当 088-823-9765

福岡 812-8577 福岡市博多区東公園７－７ 福岡県福祉労働部　労働局　職業能力開発課　技能振興係 092-643-3603

佐賀 840-8570 佐賀市城内１－１－５９ 佐賀県産業労働部　産業人材課　スキルアップ担当 0952-25-7310

長崎 850-8570 長崎市尾上町３－１ 長崎県産業労働部　雇用労働政策課　職業能力開発班 095-895-2717

熊本 862-8570 熊本市中央区水前寺６－１８－１ 熊本県商工労働部　商工雇用創生局　労働雇用創生課　能力開発班 096-333-2344

大分 870-8501 大分市大手町３－１－１ 大分県商工観光労働部　雇用労働政策課　職業能力開発班 097-506-3330

宮崎 880-8501 宮崎市橘通東２－１０－１ 宮崎県商工観光労働部　雇用労働政策課　人材育成担当 0985-26-7107

鹿児島 890-8577 鹿児島市鴨池新町１０－１ 鹿児島県商工労働水産部　雇用労政課　民間訓練係　　　　　　　　 099-286-3019

沖縄 900-8570 那覇市泉崎１－２－２ 沖縄県商工労働部　労働政策課　能力開発班 098-866-2366

職業訓練指導員（免許の交付・指導員試験・48時間講習）に関するお問い合わせ先


